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志田陽子氏博士学位申請論文審査報告書
武蔵野美術大学教授志田陽子氏は、2006年６月28日、その論文『文化戦争と憲
法理論――アイデンティティの相剋と模索』を早稲田大学大学院法学研究科に提
出して、博士（法学・早稲田大学）の学位を申請した。後記の審査員は、同研究
科の委嘱を受け、この論文を審査してきたが、2007年１月29日、審査を終了した
ので、ここにその結果を報告する。
I 本論文の構成と内容（省略）
II 本論文の評価
1980年代末以降、アメリカ合衆国において、多文化主義をめぐる激しい論争が
繰り広げられてきたことは周知のことである。それは人種、性、宗教、思想に関
する多様性をめぐって「アメリカ」とは何かを見極めようとする一連の対立や論
争として、いわゆる「文化戦争」と呼ばれうる状況へと発展していることも確か
であろう。この「戦争」と呼ばれる実態がどのようなものなのか。また、植民地
時代から常に問題となってきた多様な文化の衝突が、現在に至ってなぜ「戦争」
という言葉で形容されるようになったのか。そして、「戦争」の終結はどこに存
在するのか。この複雑で悩ましい問題について、憲法学の観点から取り組んだの
が本論文である。問題状況に関する認識は適切であり、本論文が、そのような状
況と正面から向き合い、それを憲法学の問題として理論的に解明しようと試みた
ことは、本論文のすぐれた点として、まずもって評価に値しよう。
本論文が「文化戦争」の問題を読み解く上で、具体的素材として選択したの
は、「性」、刑事司法、表現の自由（特にヘイト・スピーチ規制とポルノ規制）の領
域である。問題の広がりと奥行きからすれば、より広い課題設定が期待されたと
はいえ、問題の性質上、網羅的に取り上げることは困難であり、本論文における
限定は決して不当ではない。
本論文は、憲法学のみならず、社会学分野の議論についても詳細に目配りしつ
つ、それを憲法学の領域に架橋しようと試みている。憲法学における新しい問題
状況を、大きな歴史的状況の変化と関連づけて論じた点は、実に意欲的といえ
る。
著者のアプローチの特徴は、従来、アメリカ宗教史やアメリカ政治の専門家が
注目し、分析をしてきた「文化戦争」という現象について、憲法の規範内容とし
て何がいえるのかという視点を基軸に据えながら問題点を洗いなおしていく点だ
ろう。それゆえに、司法的介入の是非やその仕方がとりわけ重要となる。他方、
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従来、憲法学の学説や判例が、人工妊娠中絶や同性愛の問題として扱ってきたテ
ーマについて、「文化戦争」という概念のもとに体系的に説明を試みた点は、憲
法研究に新たな手法ないし切り口を加えたものと評価できる。また、ヘイト・ス
ピーチ規制法問題を「文化戦争」という観点から分析した点も大変意欲的であ
り、表現の自由論の視点と「文化戦争」の視点との混在ないし未整理な部分をな
お残しているとはいえ、この問題を多角的に明らかにした点で十分評価に値す
る。
ところで、著者は、これらの問題にアプローチしていく際に、「文化戦争」を
「価値観の対立」に解消せず、「アイデンティティの衝突・排除」との関わりでも
解明しようと試みている。この衝突→排除の過程に政治性・権力性が生まれ、こ
こで「憲法的害」が問題となりうるとする。社会学分野の議論を憲法論として練
り上げていくことは容易ではないが、著者は関係する議論を適切に整理し、憲法
論として再構成しようと努力しており、この点は高く評価できるだろう。
アメリカの判例法理や学説の整理も詳細かつ丹念に行われており、とりわけ同
性愛や妊娠中絶に関する司法審査について綿密に分析しており、大変有益であ
る。同性愛差別のグループの憎悪を多角的に分析した点も貴重である。「文化戦
争」というと「敵意」「憎悪」が連想されるが、むしろ、バルキンらの議論の整
理を通じて、問題の本質を「ステレオタイプ的偏見」すなわち「スティグマ」で
あるとした点も大変示唆的である。とりわけ「スティグマ」の問題について深く
掘り下げた点は、本論文のメリットの一つといえよう。
本論文は、あくまでも国家レヴェルでの文化対立を問題にしている点に特色が
ある。アメリカの場合、公式に多文化主義を政策として掲げたカナダやオースト
ラリアとは異なり、多文化主義は社会の構成原理の一つにとどまる。他方、国家
（連邦・州）レヴェルでの人権保障は、基本的には個人主義・自由主義の観点か
ら行われるために、社会の構成原理としての多文化主義と権利保障のレヴェルに
おけるリベラルの間における原理的対立、さらには保守派からの国家レヴェルで
の権利救済の拒否といった複雑な対立構造が生じ、これが法理論のレヴェルでの
「文化戦争」を生む背景をなしているのである。この点で、フランスのように普
遍主義か多様性かという問題が、憲法論という同一の次元で争われる余地のある
国とは異なっており、対立の次元が異なる点で、問題の読み解きの困難さが増す
ことになる。加えて、多文化主義自体が、価値のウェイトの置き方次第では、ナ
ショナリズム（＝ネーションの力を最大化する）に接近する場合と、リベラリズム
（＝「国家・政府」からの自由を重視する）に接近するという折衷的な性格をもって
くるため、問題はますます複雑化する。本論文は、国家レヴェルの文化対立を軸
に、こうした複雑化した問題状況に理論的に応答しようと試みており、この努力
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は、問題領域によって濃淡はあるものの、全体として貫かれていると評価できる
だろう。
個人的アイデンティティと集団的アイデンティティの区別を打ち出し、それが
自己決定権論と平等権とにそれぞれ分かれて関わることを、さまざまな学説の紹
介を通じて明らかにした点も高く評価できよう。著者はリチャーズの議論を「現
在のところもっとも精錬された議論」と位置づけ、リチャーズが、「アイデンテ
ィティ」の正負の二面性を自覚し、「負のアイデンティティ」・構造的不正義・平
等保護のルートと、「アイデンティティの再創造」・道徳的自律・良心の自由保障
のルートに切りわけた点に注目しているが、この点も社会学分野における社会構
築主義の議論と憲法論を架橋しようとする試みとして貴重である。
総じて、本論文は、「文化戦争」という概念のもとに、すぐれて現代的な社会
問題を憲法問題として再構成し、解決の方向を模索する上での理論的手がかりを
与えている点において独創性が認められる。それは同時に、違憲審査制論、平等
権論、表現の自由論など憲法学のオーソドックスな理論分野にも新たな視点を提
供するものであり、その点でも高く評価されよう。
もっとも、このように評価される本論文にも、問題がないわけではない。
第１に、本論文の分析と結論を導く上で、「文化戦争」という概念を用いる必要
性があったのかどうか、という点に関わる。確かに、人々に「文化戦争」と呼ば
せている社会的状況があることも事実であるが、そこにあえて「戦争」という表
現を使わなければならない必要があったのか。「文化戦争」とされる現象は、キ
リスト教ファンダメンタリズム（福音派）が、その原理に反する他の動きに対す
る一方的な攻撃を行ったことに起因するものであって、攻撃・排除の双方に、他
方に対する積極的な攻撃があっての「戦争」ではない。「文化戦争（文化闘争）」
の概念を使って憲法を論じ、問題を政治に委ねたのは、1996年の Romer v.
Evans判決におけるスカーリア判事であり、同判事は対抗する側を「政治的に
力のある少数者」としているが、これは寛容を求める世論の力が熟しただけで、
そのようにいえるかは疑問である。「戦争」と呼ぶことで、議論が誇張され両極
化されてしまったという側面がないわけではない。
第２に、多文化主義は、異なる人種や民族が共存するために、それぞれの独自
の文化を相互に理解し、尊重し合い、特定の文化が主流文化として支配すること
がないように配慮する考え方である。それを構成する文化には、エスニック文化
以外にも、女性や障がい者、同性愛者などの性的マイノリティ、子供なども広い
意味での文化・アイデンティティ集団として捉えることができる。各文化集団内
部では、個人の権利よりも集団の権利を優先させるために、文化集団の構成員と
してではなく、個人として自己実現を図りたい場合には、当該集団内部でもさま
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ざまな葛藤が生じることになる。つまり、多文化主義は国家がある民族文化を支
配することを拒絶する一方で、各エスニック文化が個人を支配することは拒絶し
ないのである。この点で、各文化集団の内部での「権力関係」についても注意を
払う必要があるが、本論文にはこうした視点は必ずしも十分に活かされていると
はいえない。
第３に、現実社会においては、個人対集団という図式的理解は必ずしも有用で
あるとは限らない。というのも、個人の価値観やアイデンティティは、生まれ育
った文化集団のなかで形成され、個人的志向も文化集団の価値観に影響されてい
るからである。また、個人主義的観点から権利救済を目指すアメリカの法システ
ムにおいても、各種市民団体やエスニック利益団体、障がい者・同性愛者団体が
ロビー活動等を通じて法制定や改正を促してきたことを考えれば、個人の自由を
確保するために集団が果たしてきた役割を否定することはできない（中間団体の
問題）。それゆえ、著者のように、基本的にリベラルの立場から「文化戦争」を
論じる場合でも、個人のよりよい自己実現のために集団に積極的に加入するとい
うアメリカ的な集団生活と個人主義の両立を念頭におかざるを得ない側面があ
り、理論的に折衷主義的であらざるを得ない必然性がある。こうした点に関する
理論的整理という点において、本論文はなお課題を残している。
第４に、個別的論点になるが、著者が基本的に支持する自律モデル（ただし平
等モデルと排斥的であったわけではない）の出発点となった Roe v.Wade事件がア
メリカ社会にもたらした影響（国論の二分）ゆえに、最近では Roe v.Wadeは、
同判決を支持する立場からも「どのように判決すべきであったか」が問われてい
る。Roe v. Wade 判決の読み直しという視点を加味すれば、著者の結論の説得
力はより増したようにも思われる。
最後に、原典からの翻訳・紹介なのか、著者自らの言葉なのかが不明確な箇所
も散見され、叙述の重複や繰り返しも一部に残されている。より重要な点は、本
論文が、現代の日本社会の問題と正面から向き合わないで考察を終えていること
であろう。もちろん著者も終章において、「特殊アメリカ的な論題か、普遍化し
うる論題か」という節を立てて、問題の広がりを十二分に意識し、かつ自覚して
いる。終章における日本の問題に対する若干のコメントは、今後著者が、本論文
で追求した方法論や分析成果を基礎に、現代日本社会における同種の問題につい
て本格的な検討を行い、理論的な解明を加えていくであろうことを期待させる。
著者の今後の課題というべきであろう。
本論文は、「文化戦争」という現象について、憲法学の立場から精力的かつ意
欲的に考察しており、以上の諸点の指摘は、本論文が博士論文としての評価に値
するものであることをいささかでもそぐものではない。
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III 結 論
以上の審査の結果、後記の審査員は、本論文の提出者が博士（法学・早稲田大
学）の学位を受けるに値するものと認める。
2007年１月29日
審査員
主査 早稲田大学教授 博士（法学、早稲田大学） 水 島 朝 穂
早稲田大学教授 笹 倉 秀 夫
早稲田大学教授 戸 波 江 二
早稲田大学教授 中 島 徹
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